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6. 短期調査（第 2 次）帰国報告会資料（調査結果およびミニッツ） 

 

ルーマニア建築物地震災害軽減計画第 2 次短期調査報告 

1. 調査団派遣の背景と目的 

ルーマニアはヨーロッパで有数の地震国であり、特に首都ブカレストに被害が集中することから、地震対

策が重要課題の一つとなっている。現在、ルーマニアでは、耐震補強事業の推進が求められており、経済

的かつ効果的な耐震補修・補強技術の開発と耐震設計のための基礎的なデータの蓄積が早急に必要とさ

れている。そのような状況下で、ルーマニア政府は我が国に対し、耐震分野にかかる技術指導・助言を目的

とした短期専門家 2 名と長期専門家 1 名による技術協力を要請してきた。同要請を受け、JICA では 1999

年 9 月に短期専門家 2 名、2000 年 3 月から 2 年間の予定で長期専門家 1 名を派遣している。また、ルーマ

ニア政府は同要請と並行して、2000 年度案件として「日本・ルーマニア地震工学センター」設立にかかるプ

ロジェクト方式技術協力を要請してきた。更に、2001 年度案件として重ねて同プロ技の要請が行われ、今回、

調査を実施するに至った。 

本プロジェクトは、日本の経験が生かせる分野であり実施の意義は高いと判断されるが、先方実施体制と

しては複数機関による協調が想定されており、先方の受け入れ体制、並びに新センターの位置づけにつき

十分確認する必要がある。また、要請内容が地震観測から耐震補強までと幅広いため、分野及び機材の絞

り込みが必要と考えられるところ、短期調査を実施の上、プロジェクト実施の必要性及び妥当性を確認する

ことが必要とされる。 

７月に行った第 1 回目の調査では、要請の背景・内容の詳細、ルーマニア側のプロジェクト実施体制等を

確認するとともに、PCM ワークショップを実施してプロジェクトコンセプトについて先方関係機関と協議を行っ

た。 

第 2 回目となる今次調査は、前回の調査で十分な根拠を得られなかったルーマニア側のプロジェクト実施

体制（人員配置、予算等）について再度確認し、より具体的な協力対象、内容について協議を行い、プロジ

ェクトの妥当性を証明するために、ルーマニア政府の地震対策政策についてもより詳細に調査を行うことを

目的に実施された。 

なお、近年、公共事業の事前評価が重要視される中、JICA においてもプロジェクト方式技術協力の開始

にあたっては、事前評価表及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄを作成することとなった。したがって、今回の短期調査に

おいても、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成を念頭におき、作成に必要な情報を収集することも目的の一つとされた。 
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2. 調査団の構成 

団長・総括  岡田 恒    独立行政法人建築研究所 構造研究グループ長 

協力企画   熊谷 晃子  国際協力事業団  

                  社会開発協力部社会開発協力二課 課長代理 

プロジェクト  高沢 正幸  株式会社レックス・インターナショナル 

 効果分析  開発計画コンサルタント 

3. 調査日程 

 月日 曜日 時間 行程／活動 

    （官団員） （コンサルタント） 

1 12月3日 月 11:30 

16:15 

成田発(NH285) 

ウィーン着 

11/24 

10:50 成田発(LH711) 

14:45 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ着 

2 12月4日 火 13:35 

16:15 

ウィーン発(OS791) 

ブカレスト着 

11/25 

13:10 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ発(LH3480) 

16:25 ﾌﾞｶﾚｽﾄ着 

3 12月5日 水  JICAルーマニア駐在員事務所との打ち合わせ 

在ルーマニア日本国大使館表敬 

公共事業交通住宅省（MLPTL)/ブカレスト土木工科大学（UTCB）/

建築研究所（INCERC）との協議 （※３機関同席にて協議） 

4 12月6日 木  MLPTL/UTCB/INCERCとの協議（3機関同席）  

5 12月7日 金  MLPTL/UTCB/INCERCとの協議（3機関同席） 

6 12月8日 土  調査結果分析、ミニッツ案作成 

7 12月9日 日  世界銀行災害軽減調査団との協議 

8 12月10日 月  MLPTL/UTCB/INCERCとのミニッツ協議 

9 12月11日 火  MLPTL/UTCB/INCERCとのミニッツ協議、署名 

10 12月12日 水  INCERC訪問 

保健省訪問、聞き取り 

教育省訪問、聞き取り 

UTCB訪問、協議 

11 12月13日 木  在ﾙｰﾏﾆｱ日本国大使館、JICA調整員事務所報告 

GEOTEC訪問、聞き取り 

   18:15 

18:55 

ブカレスト発(OS792) 

ウィーン着 

12/21 

14:30 ﾌﾞｶﾚｽﾄ発(LH3479) 

16:05 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ着 

12 12月14日 金 13:45 ウィーン発(NH286) 12/22 13:20 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ発(LH710) 

13 12月15日 土 9:15 成田着 12/23  08:30 成田着 

（コンサルタント派遣期間30日） 
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4. 主要面談者 

公共事業交通住宅省  Ileana Tureanu  States Secretary 

同          Gheorghe Tomoiala  Deputy General Secretary 

同          Msc.c.eng. Ion Stanescu  General Director 

同         Ing. Cristian Stamatiade  Director General Adjunct 

同          Sorin Mugur Dumitrescu  International Relation Department 

同          Emil Ionita  General Direntorate for foreign Financial Affairs 

同          Silvia Barbulescu  Law Advisor,  Law Department  

ブカレスト土木工科大学／国立建築研究所（ブカレスト本部） 

                     Prof.Dr.Eng. Dan Lungu 研究所長、大学教授（兼務） 

ブカレスト土木工科大学  Petre Patrut  Professor,  Rector of UTCB 

同          Constantin Pavel 

                       Professor,  Department of Reinforced Concrete Structures 

同          Radu Vacaresnu  Assoc. Prof. 

同          Alexandru Aldea  Asist.-prof. 

同                   Mihail Iancovici  Assistant Professor 

同          Cristian Arion   M.S.,Structural Engineer 

同          Tiberiu Cornea  Structural Engineer 

国立建築研究所（ブカレスト本部）   Dan-Paul Georgescu  

            Director of Structural Safety and Earthquake Engineering Department 

同                Dr.Eng.Emil-Sever Georgescu  

            Head of Laboratory for Seismic Risk Assessment and Disaster 

Prevention 

世界銀行     Christoph Pusch 

            Disaster Management Operational Group, Europe & Central Asia 

同        Richard Andrews 

            Disaster Management Operational Group, Europe & Central Asia 

保健省        Prof. Dr. Radu Deac, States Secretary 

同          Dr. Eng. Francis Czobor, Deputy Director 

教育省        Ing. Constantin Dumitru, Director General 

同          Olarescu Petruta, Architecture 

GEOTEC       Dipl. Eng. Florentin Gruia, General Manager 

同                   Traian Moldoveanu, Senior Geophysicist 
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在ルーマニア日本国大使館  三橋秀方 大使 

同              西池万葉 三等書記官 

JICA ルーマニア駐在員事務所 古川洋 所長 

JICA 個別専門家       斉藤大樹専門家 

5.  調査内容 

（1）プロジェクト実施体制および予算措置 

 本プロジェクト要請元であるルーマニア公共事業交通住宅省（以下 MLPTL）側より以下の通り説

明があった。 

 ルーマニア側プロジェクト実施総括責任者は、MLPTL の Secretary of State for Urban Planning 

and Construction（以下 SS）が務め、SS が何らかの事情でその職責を果たせない際には Secretary 

General（以下 SG）がその代行を務める。MLPTL の１部署として Technical General Direction for 

Construction（以下 TGDC）があり、TGDC は耐震設計基準を含めた各種建築基準の設定、改訂等の

職責を担っている。従って TGDC は本プロジェクトを監督し、成果を実際の適用に反映させていく立

場にある。 

実際のプロジェクト活動については、MLPTL の Government decision（公共事業交通住宅省が起案

し、内閣が決定する）によって設立される建築物地震災害軽減センター（以下センター）によって行わ

れる。センターの職能は上記 Government decision において規定されるが、新しい補強技術の推進や

地震災害軽減、地震工学関連に必要な活動を行うことなどが想定されている。 

（注：法律、通達などについては、①Law、②Ordinance、③Government decision、という段階がある。

①については、内閣による決定後、発効には国会の承認が必要、②については、内閣が決定しすぐ

に発効するが、最終的に国会の承認が得られなかった場合には効力を失う、③については関係省庁

が決定し内閣の承認を得る。） 

行政のスリム化の流れを受けて、センターを MLPTL 内部の機構にすることはないが、MLPTL 管轄

下の公共団体と位置づけ、その財源も MLPTL が保証する。センターの財源自体には自己収入など

が含まれるが、本プロジェクトに充てる経費については、収入が確実な国家予算及び MLPTL の予算

の一部となっている目的税収入（建設事業に税をかけており、その税収の 70％は MLPTL の States 

Inspection for Construction の部署に行き、30％は TGDC に入る。これは国家予算---States budget---

とは区別されており、MLPTL 省独自の予算となる。ミニッツの Law No.10 / 1995 に規定されるものがこ

の目的税。これは国家予算ではないことから、余剰金は繰り越して使用できる由）から充てることとな

る。 

センター長は MLPTL の大臣によって任命される。センタースタッフはセンター長によりリクルートさ
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れる。これは、MLPTL 傘下の建築研究所（以下 INCERC）と同様の措置である。 

センターのサイトはブカレスト工科大学（以下 UTCB）、及び INCERC に置かれる。従って、本プロジ

ェクトに必要な機材も両機関（もしくはその指定した適切な場所）に設置される。 

本プロジェクト終了後に必要とされる機材メンテナンス費やその有効活用については、具体的には

MLPTL と UTCB、MLPTL と INCERC 間の取り決めによって決めるが、MLPTL が必ずその経費も含

め責任を持つという、MLPTL からの強い意思表示があった。 

センターの組織、機能、予算措置等について、第 1 次短期調査時に、「8 月 15 日までに日本側に

案を提出する」とミニッツで約したことを受け、期限までにルーマニア側から提出されたものは、オーソ

ライズした部署も不明確で、また内容的にも極めて不十分といわざるを得ないものであった（例えば、

予算措置に関し、どのようなソースから、どういった費目を考えて措置されるかが全くわからないような

資料が提出されるなど）。今回の協議においても、協議前にルーマニア側が十分、センターの職能等

について内部関係者で十分討議を重ねていたとは感じられないところがあった。例えば、センターの

職能について書面で用意されたようなものはなく、協議を重ねる中で、補強のための新しい技術を推

進すること、建築物地震被害削減のために必要な活動を行うこと、地震工学に関する様々な活動を行

うこと、等の職能が示された。また協議当初は、プロジェクトの財源について、MLPTL から確実なソー

スを当てるという言及はなかった。当方より、センターの財源に自己収入があるのは構わないが、プロ

ジェクトに関する経費については確実な措置が必要である旨説明したところ、上記のような回答が得ら

れた。本プロジェクトにかかる予算措置について、協議開始当初は先方も詳細を考えていなかったよ

うであるが、トップダウンで決まる国情もあってか、協議のなかばをすぎて、「措置についてはコミットす

る。ソースは国家予算もしくは省の予算等、確実なソースから手当てする。」との強い言及があった（ミ

ニッツ案作成時に、ルーマニア側からは「『ルーマニア側はコミットした』という表現にするべし」、との意

向が示された）。 

現在考えられているルーマニア側プロジェクト実施体制、センターのスタッフ配置計画、プロジェクト

実施期間中の必要経費の準備計画については、それぞれ別添ミニッツの ANNEX１、２に示す通り。 

なお、ルーマニア側が SS が主、SG が副、としての責任体制を取っているのは、通常の代行体制を

確保するほか、SS が政治的に任命されるポストである一方、SG はパーマネントなポストであることから、

選挙（2004 年）による政権交代が仮にあって SS が変更になるなどの事情があった際にもプロジェクト

の継続性を確保するためであるとの説明がなされた。従って調査団からは、ミニッツの署名者を SS、

SG の両者にするのが望ましい旨申し入れたが、ルーマニア側からは、SS と SG では SS のステイタス

が遥かに上位であることと、SS のコミットはすなわち MLPTL としてのコミットであるから、SS の署名をも

って十分との主張であり、第 1 次短期調査時と同様に SS のみの署名となった。 
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（2）プロジェクトの内容 

今次調査団では、第一次短期調査の際にルーマニア側と作成した PDM をベースとして、MLPTL

のどのような地震災害軽減のための実際のニーズに合致したプロジェクト活動が必要なのか、につい

て、MLPTL 及びセンターのスタッフとして考えられているカウンターパート候補者と共に協議した。 

プロジェクトの活動内容、成果については、「研究目的」の実験や観測に留まることのない様、具体

的にいつ、どのような成果を出すつもりか、それらは MLPTL の建築物地震災害軽減事業にどうリンク

するのか、を協議し、5 年間の協力スケジュール案を作成した。MLPTL からは、耐震構造に関係する

各種規定の改訂や、効率よい補強事業実施につながる技術的アドバイスを必要としているという考え

が示された。現時点での活動計画、従事する予定のカウンターパート、及び期待されている成果物は、

それぞれ別添ミニッツの ANNEX3、4、5、6 に示す通り。 

ルーマニアの建築関係の法律、耐震設計は、上述の①Law レベルにあたるものに、Law No.10 / 

1995（基準、検査に関する法律。技術面の規定ではない由）がある。具体的な基準としては、耐震設

計にP100 / 92（General Code）、その他にも様々なCodeがあり、それらはすべてTechnical Order、すな

わち、上述の③Government decision にあたるとのことである。従って、MLPTL 大臣の決定、命により

効力を持ち、Code は強制力があるとのことである。 

プロジェクトの対象地域について、全土をカバーする地震係数の改善等の大がかりな活動は困難

であるため、ブカレストを主たる対象地域とすることを双方で確認した。ルーマニア側からは、各地で

補強事業を実施すること、規定は強制力があることから、プロジェクトの成果はブカレスト以外の地域

にも裨益すること、協力成果は短期的なもののみならず、長期的な成果もあることが強調された。 

活動内容とその成果は、今調査団においては、主として建築物の耐震構造にかかる基準や技術マ

ニュアル作成と整理されたが、ユーザーサイド（何らかの融資や予算措置を受けて補強事業を行う教

育省や保健省等。学校や病院は 1 級重要建築物と規定され、これらの補強の技術評価は MLPTL が

行う。）からは、個々の具体的な建物の耐震補強に際しての設計に対する助言が欲しいというニーズ

をもっているようである。個々の建物の補強に対して日本側が直接設計を行うことは難しいにしても、

官ベースでの建築基準等改定への協力の他に、民間による新しい設計法の紹介等をセミナーなどの

形で実施していくことが有効と思われる。 

（3）活動内容と要望機材 

効率的な耐震補強を実施するため、また今後の建築物により適切な耐震設計法を適用するため、

既存の地震観測ネットワークを補完する観測計、土質試験、構造実験機器が必要である、とルーマニ

ア側は希望している。 

特に首都であり人口も多く、プロジェクトのメインターゲットとなるブカレスト市において、以前にもマ

イクロゾ−ネーションマップを作成したことがあるが、その際には市内 7〜8 ケ所の 86 年、90 年の地表
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データのみ（90 年分は市北部のデータは欠損）の利用で作成されたとして、本プロジェクトでは観測

計の増設と、地盤状況把握のための土質試験導入を希望している。土質については、現在 1 箇所の

計測器があるのみ（ホールは 3 つある）とのこと。 

MLPTL によると、例えば観測によって得られたマイクロゾ−ネーションマップは、General Code の

Appendix として活用する考えであるとの説明であった（マップは都市計画にも利用できるが、ブカレス

ト市の都市計画そのものは MLPTL ではなく、ブカレスト市政府の管轄である）。 

ブカレストには地下鉄があり、その建設時に地盤調査をしたはずであるため、後日訪問した

GEOTEC にて、そのデータの利用可能性について参考意見を聴取したところ、当該データが公開さ

れておらず、またヤング率は測定しているだろうが動特性は把握されていないため、土質試験の実施

は有効であろうとのコメントがあった。また、GEOTEC によれば、観測計について自己の保有している

ものはアナログ計であるが、アナログについてはスペアパーツが入手不能であるため、修理の必要が

生じた際には、いずれかのアナログ計を分解し、部品をいくつかのアナログ計の修理部品とすることで

対応している由。 

また、建築物に設置する観測計に関しては、ルーマニアにおいては類似の構造を持つ建築物が多

いため、代表的な建築物に設置しデータを取ることによって、メジャーな構造の建築物に適正な基準

を設定することに役立てることができると説明している。 

構造実験に関しては、従来 Code の改定には実際の実験データ無しに実施してきたものを、データ

に基づいた適切な基準に改定したいとし、また耐震補強の際の診断に役立てたいとしている。 

これらの改定について、従来は地震の実際の被害が生じてから行ってきたが、今般は地震が実際

に発生する前に早急に進めていきたいとの説明である。 

（4）今後の課題 

センターの 5 年間にわたるプロジェクト活動に対する予算の目処、センター設立の考え方について

は、協議を経るに従って MLPTL の考え方が整理されて行き、また、カウンターパートがそれぞれの活

動にどう関わるか、活動が成果にどうつながるか、を整理した。 

一方、協議を通して見えるのは、考え方を整理しても、現時点では、実際に「あて」になるカウンター

パートは多くなさそうである（あてになるカウンターパートは UTCB に片寄っているように思われる。な

お、現在派遣中の個別専門家は UTCB に執務スペースをもっている。）ということ、2 ケ所のサイトを実

際にうまくコーディネートして成果を出すのはそう容易いことではないこと、よほど「工程管理」がしっか

りできるリーダーを派遣しないと、結局は所期の成果を出さずに研究のための実験に終わってしまう恐

れがあること、である。 

今後、現在派遣中の個別専門家をパイプライン（立ち上げ）専門家に切り替える予定であるが、実

施に際しては、同専門家により、現地での活動体制が形だけでなく実を伴うよう準備して頂き、それが



- 232 - 

整った後に R/D を結ぶ、という運びにする必要があろう。立ち上げ専門家により、UTCB、INCERC 両

機関の関係者が定期的、かつ頻繁に共同作業を行う地盤を作っておくこと、センターが実効性を持つ

ための準備はプロジェクト実施に先立って必須である。 

なお、ルーマニア側は UTCB、INCERC2 機関をサイトとするセンターを設立し、プロジェクト期間の

日本との協力の他にも、地震対策に関する長期的な取り組みをする所存であると述べてきている。今

般、ルーマニア側からセンターの職能の概観は聞き取ったが、長期的センターであれば、センターが

国の機関としてどのような役割を果たすのかという職能の規定文書があるべきである。仮に R/D 後でな

ければ Government decision ができない（ルーマニア側は、日本が協力を決定すれば 1 ヵ月以内で

Government decision をなし、その後 1 ヵ月以内で実際に機能させる、と発言していたが）、としても、具

体的な案文程度はなければ、センターが MLPTL の傘下でどのような位置付けと職責になるのかが具

体的でない。 

機材導入に伴う工事費の負担はルーマニア側が負うと表明している。一方、5 年間のプロジェクト経

費暫定計画には計上されていない。 

観測計、土質試験等の機材導入に際しては、コスト面を考え、真に必要な設置地点の絞り込みが

必要である。用地交渉も含めれば、速めの地点設定が必要となる。 

以上 
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耐震補強に関する技術的コメント 

独立行政法人建築研究所 

材料・建築生産研究グループ長 

伊藤  弘 

１．耐震補強についてのニーズとシーズ 

 ルーマニアにおける建築物の耐震補強に関する社会的状況は、別紙に述べられた通りである。 

 ここでは、日本における耐震補強の状況を述べる。耐震補強は、「耐震診断」と「耐震改修」という 2 つの

技術から成り立つものである。日本で、こうした技術の必要性が検討されたのは、1968 年の十勝沖地震のあ

とであり、1977 年に「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設計指針」（現在の（財）日本建

築防災協会発行）が、作成された。翌、1978 年 1 月に伊豆大島近海地震、同年 2 月に宮城県沖地震（仙台

で震度Ⅳであったが、窓ガラスの被害が目立った。）同年 6 月の宮城県沖地震（いわゆる宮城県沖地震で、

2 月の地震より規模、強さが大きい）が発生し、これらを背景としていわゆる「新耐震設計法」が建築基準法

令に導入された経緯がある。一方、1978 年 3 月には「既存鉄骨造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計

指針」が作成された。 

 その後、1986 年建設省官庁営繕部監修「官庁施設の総合耐震設計基準、官庁施設の耐震点検・改修

要領」が作成され、技術的なバックアップはほぼ完成したと言える。いわゆる東海大地震を想定して、公共施

設や学校の耐震診断や耐震補強がなされた。しかしながら、十分なものとは言えない状況のなかで、1995

年兵庫県南部地震が発生した。この反省から 1996 年に制定された「建築物の耐震改修に関する法律」に基

づき耐震診断、耐震補強に重点をおくことになった。 

 また、2001 年の 10 月からは、建築物（主として住宅）の地震保険の保険料率を建築物の耐震性能に応

じて、割引くというしくみがスタートする予定である。具体的には、2000 年 4 月から施行された「住宅の品質確

保の促進等に関する法律」に基づき、新築住宅の耐震等級 2，3（構造躯体の倒壊等防止）の評価を得た建

設住宅性能評価書を有する住宅の保険料率は一般の住宅より有利なものとなっている。また、性能表示制

度以前の住宅等では、定められた耐震診断を行なって、耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）の等級 2，3 に

相当する評価を得た場合も、同様な扱いとなることになっている。 

 さらに、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく中古住宅の性能表示が検討されているが、

この中で、耐震等級の扱いも検討される見込みである。 

 このような状況から考えると、ルーマニアで発生した 1977 年の Vransea 地震と、日本で「既存鉄筋コンク

リート造建築物の耐震診断基準等」が発行された年が同じであり、その後日本では、いくつかの地震被害教

訓から耐震補強の必要性が認識され、今日に至っていると言える。日本においても、1995 年の兵庫県南部

地震がなければ、耐震補強が、今日これほど重要だという認識には至っていない可能性がある。 
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2．日本における耐震診断、耐震改修技術の現状と優位性 

 先進国でかつ地震国としては、米国、日本、ニュージーランド、ヨーロッパの一部の国などがあげられる。

建築構造物の耐震工学の研究者、技術者の層の厚さという点では、日本と米国が突出している。 

 理論的なアプローチという点では、米国が優れている面もあるが、耐震診断、耐震補強の具体的、実務

的技術という点で、米国に比べても日本の優位性は高い。この点から、ルーマニアが「耐震補強」技術に関

して、最も期待しうる国は日本ということになる。 

 この点で、ルーマニアの「耐震補強」技術の発展、普及について、日本の技術が貢献できる部分は大で

あり、かつ日本以外の国では、果せる役割は小さいと言わざるを得ない。 

 

地震観測(ネット)の必要性 

 

地震災害は、楕円で囲んだように地震発生から人的被害までの種々の過程が重なって発生する。この連

鎖の任意段階で、右向き太矢印のような対策を講じることで人的被害を軽減することが可能となる。 

地震観測(ネット)を通じて地震記録を収集することは、実証的地震動評価を実施することである。実証的

評価と種々の基礎情報(破壊過程、地下構造、地盤)に基づいた理論的評価の統合により、耐震設計に用

いられる地震荷重レベルを抑えると同時に、サイト依存性の強い地震動(荷重)の面的分布(マイクロゾーニン

グの基礎データ)を把握でき、サイト依存特性を考慮した合理的な耐震設計が可能となる。さらにリアルタイ

ム地震観測へ発展させ、これらに実際の建物特性(構造、分布等)、ライフライン、社会基盤特性(人口分布、
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防災体制等)を重ね合わせることで、地震時の合理的初動体制構築に資する情報の提供が可能となる。な

お地震予知に関しては、現状では否定的意見が多数を占めていると考えられる。 

 

本プロジェクトで想定される地震観測の目的 

・耐震設計基準に組み込まれている国全体のサイスミックゾーネーションマップの作成、地震時の建物応

答波形の提供。 

・地震に対する意識啓発のため、即時震度情報等のマスメディアへの提供。 

・地震時の合理的初動体制確立に資する、震度分布・被害地域想定等情報の提供。 

 

日本の技術の適用可能性 

｢地震観測ネットの必要性｣に示されている項目の多くは、日本で実用化されている技術である。これらの

個々の技術を｢本プロジェクトで想定される地震観測の目的｣に示される内容と合致するよう応用、適用する

ことは可能であると考える。しかし、ルーマニア側より挙がっている項目は多岐に渡っており、プロジェクト実

施期間およびルーマニアの実施体制を充分に勘案した上で、実施可能性の高い項目について協議、実行

に移るのが肝要である。 
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ルーマニアの地震観測 

（本報告は、斎藤専門家の報告書、ＨＰ情報、およびルーマニアでの聞取り調査より取りまとめている） 

 

INFP(国立地球物理学研究所) 

地震の震源情報等に責任のある組織。地震を感知すると、Time、Location、Depth、Magnitude 等の情報

を決定して公表する。 

地震観測ネットワークは３種類ある。1)１７地点のアナログ記録観測所(アナログデータを無線で基地局へ

転送して、そこでディジタル化している)。15 地点は上下成分記録、2 地点は 3 成分記録。2)30 台の K2 を

用いたディジタルネットワーク。ルーマニアードイツ共同研究プロジェクトとして実施している。斎藤長期専

門家の報告書(平成 12 年 5 月 18 日付け)では、観測データはドイツが専有しているとの事。3)SMA-1 によ

るアナログネットワーク。観測点数は 21。記録はスキャナーで読み込んでディジタル化している。 

その他に、CTBT 関係で広帯域地震計が設置される予定。 

 

GEOTEC(地質･地盤研究所) 

ダムを中心に地震計を設置しており、その数は２０程度。ほとんどがアナログ地震計である。GEOTEC は、

現在は民営化されている。 

 

INCERC（2001/7/13 の訪問と 18 日の Constantin Praun さんへの聞き取りに基づく） 

 

観測目的 

耐震設計基準に組み込まれている国全体のサイスミックゾーネーションマップの作成、地震時の建物

応答波形の提供、等。 

 

設置場所 

地盤 80 点、建物 20 点。リストは、2001 年 7 月の第一次事前調査時に入手済。 

（地盤とは、１階または１階＋地階の建物の最下階に設置しているもの） 

 

ボアホール観測 

INCERC ではボアホールの地震観測も実施されている。深さは 30ｍと 185ｍの 2 本で、地震計が埋設さ

れている。地盤の卓越周期(常時微動 or 脈動は不明)は 1.6～2.5 秒とのこと。地下構造モデル(Vs)は、

2000 年セミナー論文集の 72 頁に載っている。 
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成果の公表 

記録を回収・解析後、波形・スペクトル等を報告書および CD-ROM にて頒布。 

 

予算額 

年額約$45,000 で、これには人件費、保守・点検費、出版費等全てを含む。予算金額は、政府から配布

される額と National Agency for science  and technology との契約ベースで得られる予算からなってい

る。 

現在使用している観測機器状況 

1980 年 SMA-1(Kinemetrics)を 100 台導入、上下成分トリガ方式の３成分をフィルムに記録、1986 年、

1990 年の地震記録を得ている。 

1995-96 年 Seiscom 製ディジタル地震計(ADS)を 10 台導入。ダイアルアップ接続不可の仕様。 

1997-98 年 Seiscom 製ディジタル地震計(ADS)を 16 台導入。モデム経由でのみ接続可。 

2000年 Seiscom 製ディジタル地震計(SSS8)を４台導入。PC を搭載し、LAN 接続している。 

（1994 年以降の観測は、Praun さん自身が担当） 

 

ADS の仕様：16 ビット AD 分解能、スタティックメモリに記録、標準は 30 分(サンプリングは不明)、

電話回線で制御可能(16 台のみ)。電話回線経由でデータ回収する際の時間は、

2-3 時間/30 分データ。（東京測振の CV901 の場合、約 8 分/65536 個データ、国

際計測の初期設定では 7 分/54000 個データ） 

SSS8 の仕様：22 ビット AD 分解能、内臓 HD に連続記録、8ｃｈ入力なので建物アレー測定に使

用。使用センサーは Kinemetrics の FBA。設置場所はヤシ、ティミショアラ、ブカレ

スト（2 台）、１時間ごとの記録(8ch、31M バイト)を HP 上で公開している。 

 

地震記録回収に必要な日数 

ディジタルの 30 台：12 時間＝1 時間(回収)＋11 時間(データ処理) 

小地震の場合、全ての地点の回収に 3 日、解析に 1 日の計 4 日。 

大地震の場合、ライフラインが健全ならば全ての地点の回収に 4 日、解析に 1 日の計 5 日。 

（大地震の場合は記録地点数が増えるため） 

 

保守点検 

全地点について、4 回/年の頻度。1 人が 4 ヶ月を費やして担当している。 
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余談：地震を体験 

7 月 20 日 8 時 10 分頃、滞在中ホテルの部屋(7 階)で地震を経験した。体感震度は、JMA 震度階で 2 程

度であった。その後、UTCB の Alex Aldea(JICA 研修 OB)に確認したところ、震源は Vrancea、M=5.0、深

さ 140km であった。民間 TV(RroTV)では、地震後 15 分の 8 時 25 分頃に上記震源情報ならびに被害が

無いことを放送したとの説明があった。 

この地震の諸元は、Swiss Seismological Service の HP (http://www.seismo.ethz.ch/)によると以下の通りで

ある(INFP が決定した情報を掲載している)。 

Date      Time(UTC)   Location       Depth  Magnitude 

20Jul2001 05:09:40.8    45.7N 26.7E   127    ML=5.4 
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